




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































１） 教育 GP をはじめ近年の競争的補助金制度とその実績
に関する詳細は，文部科学省のホームページを参照い
ただきたい。
２） 鈴木誠（2004）『大学と地域のまちづくり宣言』自治
体研究社，鈴木誠「市民協働による地域経済教育の正
課と課題，そして展望」経済教育学会編『経済教育』
第28号，2009年９月
３） 増田正，友岡邦之，片岡美喜，金光寛之（2011）『地
域政策学事典』勁草書房，p.4
４） 地域政策学センターの詳細は，愛知大学地域政策学部
ホームページを参照いただきたい。
５） 愛知大学地域政策学部編（2012年３月）「2011年度 地
域貢献事業報告書」。尚，全文が地域政策学部ホーム
ページに PDF 形式で掲載されているので，参照いた
だきたい。
６）同上，p.1
７） 鈴木誠「地域自治と『ソフトな技術』による地域づくり
−グローバル経済に翻弄されない地域戦略の展望−」
『MIKAWANAVI（東三河懇話会会報誌）』2012年10
月31日号，Vol56
受稿：2012年12月28日
受理：2013年１月24日
　これらの現象の中で，従業員が暮らす地域の課題
に目を向ける中小企業の経営者や従業員の姿，
NPO 活動やコミュニティ活動に理解と関心を示し
て，地域の子育て支援活動や環境教育，中心市街地
活性化などに取り組む商店街事業者や商工会・商工
会議所の職員の姿が，学生たちの目にはっきりと映
る状況が生まれてきている。
　その結果，学生たちは問題意識や学習動機を深
め，地域への関心を高める契機を得ることができて
いる。さらに，市町村では職員が本職を離れ，業務
時間以外に住民とともに地域活動に参加する姿も見
受けられる。そうした職員は「地域活動支援員」（新
城市），「まちづくりアドバイザー」（田原市）とし
て所属する市町村で認定され，住民と協力連携して
地域課題の調査や課題解決型の地域づくり活動を企
画実践することを目指している。学生たちは，地域
貢献事業を通じてこうした企業人や公務員とも数多
く連携する機会を得ており，その結果，営利を目的
とする企業や法律で決まった公共サービスを担う行
政であっても，自覚的に地域社会と向き合う重要性
や方法を学んでいるようでもある。
　このような地域社会の内側からの変化は，地域貢
献事業に取り組む学生たちが，卒業後に求める企業
人や公務員の理想の姿でもあると聞く。大学の正課
教育を通じて学ぶ理論とともに，学生地域貢献事業
を通じて獲得する経験や技法，そして仲間の存在
は，そのまま将来へと接続される時代となっている
ことに学生たちには気付いてほしいものである。
　学生たちには，こうした地域的・社会的変化を自
らの学習動機，行動する契機ととらえることによっ
て，地域に役立ち，地域を誰もが安心して暮らせる
社会へと転換していく一員，すなわち地域公共人材
として育ってくれるよう強く期待したい。そして，
学生地域貢献事業の質的改善を図りながら，正課教
育との相互補完関係を充実させ，学生たちには「人
口減少・限界集落で見通しの立たない中山間地域」
や「海外投資に向かわない中小企業には未来はな
い」などといった時代潮流に乗ることを善しとさせ
るような「常識・定説」を鵜呑みにさせることな
く，自ら考え，主張できる能力，構想力，コミュニ
ケーション能力の形成を望みたい。そのプロセスを
